


























































出所：内閣府『男女共同参画白書 平成 26 年版』　より作成





























































































































































































































































































































































女性 159 343 2,146 2,379 5,222 10,249
男性 2,277 2,064 5,334 2,023 4,097 15,795
計 2,436 2,407 7,480 4,402 9,319 26,044
女性比率（%） 6.5 14.3 28.7 54.0 56.0 39.4
出所： 国立大学協会教育・研究委員会男女共同参画小委員会『国立大学における男女共同参画推進の実施に関
する第 11 回追跡調査報告書』平成 27 年 1 月 15 日　より作成
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経営機能強化等、職員の業務は高度化・多様化しており、SD（Staff Development）
の重要性がいわれている（吉武 2014、勝平他 2013）。職員の資質向上は大学
にとって不可欠となっており、今まで十分でなかった女性職員の能力開発に
力を入れ、意思決定過程に新たな視点を取り込んでいくことは、大学組織の
運営にとっても有効であろう。
④国立大学を中心とした取組から公立・私立大学への波及へ
今後の課題と展望の4点目として、現在の女性研究者支援や男女共同参画
推進は国立大学を中心としたものであるが、これを公立や私立大学にも広げ
ていくことを挙げておきたい。前節でふれたように、公立や私立大学の女性
研究者の比率は、国立大学よりも高い。しかしこの比率の違いは、設置学部
の比重の違い等によるものが大きく、一部の大学を除き、公立や私立大学の
ほうが男女共同参画推進に熱心に取り組んでいるというわけではないよう
だ。文部科学省の交付金事業を行っている公立大学および私立大学もあるが
少数であり、国立大学が中心となっている9）。これまでには複数の私立大学
がネットワークを構築し、男女共同参画宣言を出すなどの動きはあったが、
これらの連携が現在も顕著に活かされているとは言い難い。今後は、交付金
を受けて取り組んでいる国立大学が、地域の公立・私立大学を含めたつなが
りをつくり牽引する等、様々な大学にすそ野を広げていくことが必要だろう。
4　おわりに
本稿では、調査研究の実施および実践ガイドブックの作成過程における考
察をもとに、大学における男女共同参画推進の経緯や今日的な意義、それら
を踏まえた実践ガイドブックの特色について考察し、また、取組の現状と課
題、今後に向けての4つの展望について検討した。大学は、研究者（教員）、
学生、職員という多様な人材を抱える機関である。これらの展望では、女性
研究者への支援を、多様な人材が仕事や研究、学問を遂行する上で、それぞ
れの能力を十分に発揮できる環境づくりに広げていく必要性を提示した。
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平成27年8月に成立した「女性の職業生活における活躍の推進に関する法
律（女性活躍推進法）」によって、平成28年4月1日からは、301人以上の労
働者を雇用する事業主は、女性の活躍推進に向けた行動計画の策定が義務づ
けられることとなる。女性の就労継続と意思決定過程への参画が、さらに社
会全体で推進されていくなか、大学は、働く場として、また次世代人材を社
会へ送り出す最終の教育機関として、より大きな使命を持つことになるとい
える。そしてその使命を果たすために全学で取り組んでいくことが、大学の
有効な経営戦略となるだろう。
前節で示したのは、取組の実践にかかわる課題と展望であるが、研究上の
課題としては、実践ガイドブックの特色として述べたように、項目ごとの取
組を横断的に検討した研究はほとんどみられないため、今後の女性活躍推進
の大きな動きに、大学がどのようにかかわり対応していくのか、引き続き注
視していく必要がある。
注
1） 一般社団法人国立大学協会教育・研究委員会男女共同参画小委員会「国立
大学における男女共同参画推進の実施に関する第11回追跡調査報告書」平
成27年1月15日。
2） 同委員会の第10回追跡調査（平成25年実施）による。
3） 女性研究者研究活動支援事業では、平成25年度には「一般型」に加え「拠
点型」を、平成26年度には「一般型」に加え「連携型」を、平成27年度に
は「特色型」と「連携型」の事業を公募し、地域での関連機関どうしの連
携を図っている。
4） 研究者が育児や介護のために十分な研究時間を確保することが困難なとき
に、業務を補助する人員を配置する制度。文部科学省による補助金事業では、
どの大学も取り組んでいる主要な支援方法である。国立女性教育会館が平
成24年に実施した調査では、男女研究者にとって最もニーズの高い支援と
なっている（国立女性教育会館編 2013）。
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5） 文部科学省の交付金事業においても、事業開始当初は女性研究者に限って
いた研究支援制度の対象を、男女研究者に広げているが、各大学では、現
在でも女性研究者に限っている場合や、配偶者が研究者である男性研究者
に絞っている場合も多く見られる。
6） 政府によるワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組としては、週労
働時間60時間以上の雇用者の割合の削減が、重要事項の1つとなっている（総
務省『ワーク・ライフ・バランスの推進に関する政策評価書』平成25年6月）。
総務省「就業構造基本調査」から算出した平成24年の正規職員・従業員の
うち週60時間以上働いている人は、男性16.9％、女性7.6％であり（内閣府
男女共同参画局『男女共同参画白書平成26年版』）、図2に示される調査結
果は、男女ともこの割合よりもかなり高くなっている。
7） 総務省統計局統計トピックスNo.90「統計からみた我が国の高齢者（65歳以
上）─「敬老の日」にちなんで」平成27年9月20日掲載http://www.stat.
go.jp/data/topics/index.htm
8） 平成22年の調査では、要介護者を同居して介護している人のうち、男性介
護者は30.6％であった。また、平成22年10月〜 24年9月の1年間に、介護・
看護により離転職した人は10万人を超え、うち男性は約2割となっている（総
務省統計局『平成24年就業構造基本調査結果の概要』）。
9） 平成27年度までの「女性研究者研究活動支援事業」選定機関96（延べ132）
のうち、国立大学は55大学（延べ90）公立大学は10大学（延べ11）私立大
学は22大学（延べ22）（大学以外の機関9機関（延べ9））となっている。
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